
平成 27 年度訂正後 

Ⅲ 労働者災害補償保険事業の概況 

 

労災保険事業の概況 

 

平成 27年度労災保険事業における保険料収納済額と保険給付支払額をみると、保険料収納済額は 8,373億円で、前年

度に比べ 0.7％減、保険給付支払額は 7,400億円で、前年度に比べ 1.5％減となった。 

  また、特別支給金支払額は 977 億円で、前年度に比べ 3.3％減となった。 

 

適用事業場数及び適用労働者数 

 

 平成 27年度末の適用事業場数は 2,746,576 事業場で、前年度と比べ 1.4％増となった。 

 業種別にみると、商業、金融・保険、医療・福祉等を中心とする「その他の事業」が 1,641,753 事業場(構成比 59.8％)

と最も多く、次いで「建設事業」が 632,805事業場(同 23.0％)、「製造業」が 370,298事業場(同 13.5％)と、この 3業

種で適用事業場数の 96.3％を占めている。以下、「運輸業」が 73,587事業場(同 2.7％)、「林業」が 14,261事業場(同

0.5％)、「船舶所有者の事業」が 4,734事業場(同 0.2％)、「漁業」が 3,739 事業場(同 0.1％)、「鉱業」が 3,054事業

場(同 0.1％)、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 2,345 事業場(同 0.1％)となった。(第 1表) 

 

 

 

平成 27年度末の適用労働者数は 56,292,319 人で、前年度に比べ 1.6％増となった。 

 業種別にみると、「その他の事業」が 39,618,371 人(構成比 70.4％)と最も多く、次いで「製造業」が 8,541,574 人(同

15.2％)、「建設事業」が 4,871,891 人(同 8.7％)と、この 3業種で適用労働者数の 94.2％を占めている。以下、「運輸

業」が 2,945,026 人(同 5.2％)、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 144,848人(同 0.3％)、「林業」が 64,334

人(同 0.1％)、｢船舶所有者の事業」が 55,467人(同 0.1％)、「漁業」が 28,892人(同 0.1％)、「鉱業」が 21,916人(同

0.0％)となった。(第 2表)  

平成26年度末 平成27年度末 対前年度

現　在 現　在 増 減 率

％ ％

全 業 種 2,707,702 279,567 240,693 2,746,576 100.0    1.4 

林 業 14,167 2,564 2,470 14,261 0.5      0.7 

漁 業 3,737 307 305 3,739 0.1      0.1 

鉱 業 3,075 161 182 3,054 0.1      0.7  △    

建 設 事 業 622,098 116,286 105,579 632,805 23.0     1.7 

製 造 業 373,765 18,508 21,975 370,298 13.5     0.9  △    

運 輸 業 73,071 4,307 3,791 73,587 2.7      0.7 

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
2,266 184 105 2,345 0.1      3.5 

そ の 他 の 事 業 1,610,701 137,058 106,006 1,641,753 59.8     1.9 

船舶 所有 者の 事業 4,822 192 280 4,734 0.2      1.8  △    

業 種 構成比新規加入 消　 滅

第 １ 表　　業　種　別　適　用　事　業　場　数



平成 27 年度訂正後 

 

 

  平成 27年度の１事業場当たり平均労働者数をみると、全業種合計では、20.5人と前年度と同じ水準であった。 

 業種別にみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 61.8人で最も多く、次いで「運輸業」が 40.0人、「そ

の他の事業」が 24.1人、「製造業」が 23.1人、「船舶所有者の事業」が 11.7人、「漁業」及び「建設事業」がそれぞ

れ 7.7人、「鉱業」が 7.2人、「林業」が 4.5人となった。(第 3表) 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年度末 平成27年度末 対前年度
現　在 現　在 増 減 率

人 人 人 人 ％ ％

全 業 種 55,406,832 6,862,220 5,976,733 56,292,319 100.0    1.6 

林 業 61,991 23,341 20,998 64,334 0.1      3.8 

漁 業 28,259 2,549 1,916 28,892 0.1      2.2 

鉱 業 21,436 2,435 1,955 21,916 0.0      2.2 

建 設 事 業 4,842,172 1,781,842 1,752,123 4,871,891 8.7      0.6 

製 造 業 8,535,606 630,271 624,303 8,541,574 15.2     0.1 

運 輸 業 2,830,145 306,130 191,249 2,945,026 5.2      4.1 

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
157,056 7,634 19,842 144,848 0.3      7.8  △    

そ の 他 の 事 業 38,874,069 4,104,072 3,359,770 39,618,371 70.4     1.9 

船舶 所有 者の 事業 56,098 3,946 4,577 55,467 0.1      1.1  △    

構成比業 種

第 ２ 表　　業　種　別　適　用　労　働　者　数

新規加入 消　 滅

平成26年度 平成27年度

人 人 人

全 業 種 20.5 20.5 0.0 

林 業 4.4 4.5 0.1 

漁 業 7.6 7.7 0.2 

鉱 業 7.0 7.2 0.2 

建 設 事 業 7.8 7.7 0.1 　　　　△       

製 造 業 22.8 23.1 0.2 

運 輸 業 38.7 40.0 1.3 

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
69.3 61.8 7.5 　　　　△       

そ の 他 の 事 業 24.1 24.1 0.0 　　　　△       

船 舶 所 有 者 の 事 業 11.6 11.7 0.1 

（注） 平均労働者数＝労働者数/事業場数（年度末）

第 ３ 表　　１ 事 業 場 当 た り 平 均 労 働 者 数

業 種
平 均 労 働 者 数

対前年度増減



平成 27 年度訂正後 

 

 

年金受給者数 

 平成 27年度末の年金受給者数は 213,822人（船員保険からの移管者を除く。）で、前年度と比べ 1.1％減となった。 

給付種類別にみると、遺族補償年金が 117,511 人(構成比 55.0％)と最も多く、次いで障害補償年金が 89,787 人(同 

42.0％)、傷病補償年金が 6,524 人(同 3.1％)となった。 

 対前年度増減率でみると、傷病補償年金が 6.0％減、障害補償年金が 1.3％減、遺族補償年金が 0.7％減となった。(第

17表) 

 

 

 

 

 

 

平成 平成 対前年度 平成 平成 対前年度 平成 平成 対前年度

26年度 27年度 増 減 率 26年度 27年度 増 減 率 26年度 27年度 増 減 率

人 人 ％ ％ 人 人 ％ ％ 人 人 ％ ％

全 業 種 619,599 618,149 100.0   0.2  △   3,462 3,046 100.0   12.0  △  22,264 21,779 100.0   2.2  △   

林 業 2,959 3,122 0.5     5.5 48 47 1.5     2.1  △   319 300 1.4     6.0  △   

漁 業 1,122 1,205 0.2     7.4 11 10 0.3     9.1  △   48 55 0.3     14.6 

鉱 業 645 623 0.1     3.4  △   271 203 6.7     25.1  △  112 92 0.4     17.9  △  

建 設 事 業 60,381 56,804 9.2     5.9  △   1,265 1,132 37.2    10.5  △  4,701 4,534 20.8    3.6  △   

製 造 業 135,703 132,391 21.4    2.4  △   852 766 25.1    10.1  △  6,597 6,317 29.0    4.2  △   

運 輸 業 42,217 41,446 6.7     1.8  △   254 249 8.2     2.0  △   2,490 2,449 11.2    1.6  △   

電気 、ガ ス、 水道

又は 熱供 給の 事業
781 812 0.1     4.0 8 9 0.3     12.5 33 26 0.1     21.2  △  

そ の 他 の 事 業 373,237 379,360 61.4    1.6 719 600 19.7    16.6  △  7,848 7,879 36.2    0.4 

船舶所有者の事業 2,554 2,386 0.4     6.6  △   34 30 1.0     11.8  △  116 127 0.6     9.5 

（注） 障害補償給付受給者数は、障害補償年金新規受給者数及び障害補償一時金の支払を受けた者の数の合算である。

第 １６ 表　　業種別新規受給者数、葬祭料受給者数、障害補償給付受給者数

新 規 受 給 者 数 葬 祭 料 受 給 者 数 障害補償給付受給者数

業 種
構成比 構成比 構成比

平成26年度末 新規受給者 再発･等級変更 死亡･失権 治 ゆ 平成27年度末 構 成 比
対前年度
増 減 率

人 人 人 人 人 人 ％ ％

216,226 5,257 85 7,651 95 213,822 100.0 1.1 　　△    

１　級 8,969 281 22 380 8,892 4.2 0.9 　　△    

２　級 3,911 144 21 142 3,934 1.8 0.6 

３　級 5,151 148 2 214 5,087 2.4 1.2 　　△    

４　級 6,122 147 6 203 6,072 2.8 0.8 　　△    

５　級 14,891 353 △　　2 465 14,777 6.9 0.8 　　△    

６　級 17,237 316 △　　5 556 16,992 7.9 1.4 　　△    

７　級 34,645 516 △　　1 1,127 34,033 15.9 1.8 　　△    

計 90,926 1,905 43 3,087 89,787 42.0 1.3 　　△    

118,358 2,883 3,730 117,511 55.0 0.7 　　△    

じん肺 3,473 205 1 535 - 3,144 1.5 9.5 　　△    

せき損 1,883 88 37 118 49 1,841 0.9 2.2 　　△    

その他 1,586 176 4 181 46 1,539 0.7 3.0 　　△    

計 6,942 469 42 834 95 6,524 3.1 6.0 　　△    

（注） 平成27年度末＝平成26年度末＋新規受給者数＋再発・等級変更－死亡－治ゆ
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第 １７表　　　年　金　受　給　者　推　移　状　況

区 分

合 計


